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(57)【要約】
　天井単独高積層倉庫保護用の防火システムおよび方法
。本システムおよび方法は、火災に対処するように動作
を制御するために、１つ以上の流体配給デバイスを特定
する流体配給サブシステム、検出サブシステム、および
制御サブシステムを含む。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　３０フィート以上の公称天井高さを定める天井を有する倉庫占有枠の天井単独防火シス
テムであって、
　前記天井の下において、および公称２０ｆｔから最大公称保管高さの５５ｆｔまでに及
ぶ公称保管高さを有する倉庫占有枠における高積層保管商品の上に配置された複数の流体
配給デバイスと、
　前記倉庫占有枠における火災を鎮静化する手段と、
を含む、システム。
【請求項２】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記保管商品が、クラスＩ、ＩＩ、ＩＩＩ、または
ＩＶ、グループＡ、グループＢ、またはグループＣプラスチック、エラストマ、またはラ
バー商品の内任意の１つである、システム。
【請求項３】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記商品が、少なくとも４０ｆｔの最大公称保管高
さを有する露出発泡プラスチックである、システム。
【請求項４】
　請求項３記載のシステムにおいて、前記露出発泡プラスチック商品が、５０から５５フ
ィート（５０～５５ｆｔ）に及ぶ最大公称保管高さを有する、システム。
【請求項５】
　前記請求項のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記商品が、多重ラック、二重列
ラック、または単一列ラック保管の内任意の１つであるラック保管を含む、システム。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記商品が、パレタイズド、一
体積層、ビン・ボックス、棚、背中合わせ棚保管の内任意の１つを含む、非ラック保管配
置を含む、システム。
【請求項７】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記手段が、
　前記流体配給デバイスを給水所に相互接続する導管網を含む流体配給システムと、
　前記占有枠を監視して火災を発見する複数の検出器と、
　前記火災を検出し突き止めるために前記複数の検出器に結合されたコントローラであっ
て、前記火災の上および周囲に放出アレイを形成するために、選択数の流体配給デバイス
を特定しその動作を制御するために、前記複数の配給デバイスに結合された、コントロー
ラと、
を含み、前記コントローラが、
　前記検出器の各々からの入力信号の受信のために、前記複数の検出器の各々に結合され
た入力コンポーネントと、
　前記火災の成長における閾値時機を判定する処理コンポーネントと、
　前記閾値時機に応答して、前記選択流体配給デバイスの各々の動作のために出力信号を
生成する出力コンポーネントと、
を含む、システム。
【請求項８】
　請求項７記載のシステムにおいて、前記放出アレイの前記特定された選択数の流体配給
デバイスが、９つ、８つ、または４つの配給デバイスの内任意の１つから成る、システム
。
【請求項９】
　請求項７記載のシステムであって、更に、ユーザが前記選択数をプログラミングするた
めに、前記処理コンポーネントと結合されたプログラミング・コンポーネントを含む、シ
ステム。
【請求項１０】
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　請求項７記載のシステムにおいて、前記処理コンポーネントが、前記放出アレイを形成
する前記選択数の流体配給デバイスを動的に特定するために、前記入力コンポーネントに
結合される、システム。
【請求項１１】
　請求項１０記載のシステムにおいて、前記処理コンポーネントが、火災を検出し突き止
めるために、前記複数の検出器からの読み取り値を処理し、前記処理コンポーネントが、
前記複数の検出器からの最も高い読み取り値に基づいて、前記火災に最も近い配給デバイ
スを判定する、システム。
【請求項１２】
　請求項１０記載のシステムにおいて、前記処理コンポーネントが、前記複数の検出器か
らの読み取り値を処理し、ユーザが定めた閾値と一致するまたはこれを超過する検出器読
み取り値と関連付けられたデバイスに基づいて、デバイス・キューにおける配置に最小数
の流体配給デバイスを特定することによって、前記選択数の配給デバイスを動的に特定す
る、システム。
【請求項１３】
　請求項７記載のシステムにおいて、前記処理コンポーネントが、前記放出アレイを形成
する前記選択数の流体配給デバイスの固定判定を行うために、前記入力コンポーネントに
結合される、システム。
【請求項１４】
　請求項１３記載のシステムにおいて、前記処理コンポーネントが、前記複数の検出器に
よる閾値検出に関連付けられた第１配給デバイスを判定するために、前記入力コンポーネ
ントに結合され、前記処理コンポーネントが、前記選択数に等しい流体配給デバイスの総
数を定めるために、前記第１配給デバイスに隣接する複数の配給デバイスを判定する、シ
ステム。
【請求項１５】
　請求項１４記載のシステムにおいて、前記第１配給デバイスに隣接する前記流体配給デ
バイスの判定が、前記複数の検出器からの読み取り値とは無関係である、システム。
【請求項１６】
　請求項１３記載のシステムにおいて、前記処理コンポーネントが、火災の存在を示す閾
値と一致するまたはこれを超過する第１検出器を特定するために、前記入力コンポーネン
トに結合され、前記処理コンポーネントが、前記第１検出器と関連付けられた第１固定パ
ターンの流体配給デバイスを動作させて前記火災に対処するために、前記出力コンポーネ
ントに結合され、前記処理コンポーネントおよび出力コンポーネントが、前記第１固定パ
ターンとは異なる第２固定パターンの流体配給デバイスを、第１期間にわたって動作させ
、前記第１および第２固定パターンとは異なる第３固定パターンの流体配給デバイスを第
２期間にわたって動作させる、システム。
【請求項１７】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記流体配給デバイスの各々が、オープン・フレー
ム・ボディーと、前記フレーム・ボディへの水の流量を制御するために、前記フレーム・
ボディに結合された電気動作型ソレノイド・バルブとを含む、システム。
【請求項１８】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記流体配給デバイスの各々が、内部に密閉アセン
ブリが配置されたフレーム・ボディと、前記密閉アセンブリを変位させて前記フレーム・
ボディからの水放出の流量を制御するために、前記フレーム・ボディと共に配置された電
気応答アクチュエータとを含む、システム。
【請求項１９】
　請求項１８記載のシステムにおいて、前記アクチュエータが変換器を含み、前記変換器
が当該変換器を動作させるための電気信号に応答する、システム。
【請求項２０】
　請求項１７～１９のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記フレーム・ボディが、
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１４．０ＧＰＭ／ＰＳＩ１／２、１６．８ＧＰＭ／ＰＳＩ１／２、１９．６ＧＰＭ／ＰＳ
Ｉ１／２、２２．４ＧＰＭ／ＰＳＩ１／２、２５．２ＧＰＭ／ＰＳＩ１／２、２８．０Ｇ
ＰＭ／ＰＳＩ１／２、および３３．６ＧＰＭ／ＰＳＩ１／２、の内任意の１つの公称Ｋ－
ファクタを定める、システム。
【請求項２１】
　請求項２０記載のシステムにおいて、前記公称Ｋ－ファクタが２５．２ＧＰＭ／ＰＳＩ
１／２である、システム。
【請求項２２】
　前記請求項のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記公称天井高さが４５フィート
であり、前記公称保管高さが４０フィートである、システム。
【請求項２３】
　請求項１～２１のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記公称天井高さが５０フィ
ートであり、前記公称保管高さが４５フィートである、システム。
【請求項２４】
　請求項２３記載のシステムにおいて、前記天井高さが４８フィートであり、前記保管高
さが４３フィートである、システム。
【請求項２５】
　請求項１～２１のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記公称天井高さが６０フィ
ートであり、前記公称保管高さが５５フィートである、システム。
【請求項２６】
　請求項１～２１のいずれか１項記載のシステムにおいて、前記公称天井高さが３０フィ
ートであり、前記公称保管高さが２５フィートである、システム。
【請求項２７】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記鎮静化手段が、火災の直上および周囲に４つの
流体配給デバイスを特定し、前記４つの流体配給デバイスの間における間隔によって定め
られる断面エリア内において、前記火災を縦方向および横方向に抑え込むように動作させ
る、システム。
【請求項２８】
　請求項２７記載のシステムにおいて、前記流体配給デバイスが、１０ｆｔ×１０ｆｔ間
隔である、システム。
【請求項２９】
　請求項２７記載のシステムにおいて、前記流体配給デバイスが、パレタイズド商品の８
つの層によって定められる４０フィートの公称保管高さを有するグループＡプラスチック
商品の二重列ラック・アレイ上に設置され、前記鎮静化手段が、前記火災を６層以下に限
定するように、前記商品内において検査火災を抑え込む、システム。
【請求項３０】
　請求項２７記載のシステムにおいて、前記流体配給デバイスが、グループＡプラスチッ
ク・パレタイズド商品の二重列ラック・アレイ上に設置され、前記鎮静化手段が、検査火
災上において２つ以下のパレットまでに水平方向に前記火災を限定するように、前記商品
内において前記検査火災を抑え込む、システム。
【請求項３１】
　請求項２７記載のシステムにおいて、前記流体配給デバイスが、グループＡプラスチッ
ク商品の二重列ラック・アレイ上に設置され、前記鎮静化手段が、火災を前記商品の７５
％以下に限定するように、前記商品内において検査火災抑え込む、システム。
【請求項３２】
　３０フィート以上の公称天井高さの天井を有する倉庫占有枠の天井単独防火方法であっ
て、
　公称２０ｆｔから最大公称保管高さの５５ｆｔまでに及ぶ公称保管高さを有する倉庫占
有枠における保管商品において火災を検出するステップと、
　前記倉庫占有枠における火災を鎮静化するステップと、
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を含む、方法。
【請求項３３】
　請求項３２記載の方法において、前記鎮静化するステップが、前記火災を突き止め、前
記火災の上および周囲に放出アレイを形成するために、選択数の流体配給デバイスを特定
するステップを含む、方法。
【請求項３４】
　請求項３３記載の方法において、前記特定するステップが、前記火災の上および周囲に
、４つの隣接する流体配給デバイスを特定する、方法。
【請求項３５】
　請求項３４記載の方法であって、更に、前記４つの流体配給デバイスを実質的に同時に
動作させるために、前記火災において閾値時機を特定するステップを含む、方法。
【請求項３６】
　請求項３５記載の方法であって、更に、選択数の流体配給デバイスを実質的に同時に動
作させるために、前記火災において閾値時機を特定するステップを含む、方法。
【請求項３７】
　請求項３６記載の方法であって、更に、前記選択流体配給デバイスの動作を制御するス
テップを含む、方法。
【請求項３８】
　請求項３６記載の方法であって、更に、前記火災を中心として配された４つの特定され
た選択流体配給デバイスの動作を制御するステップを含む、方法。
【請求項３９】
　請求項３２記載の方法において、前記火災を検出するステップが、前記占有枠を連続的
に監視し、前記火災のプロファイルを定めるステップを含む、方法。
【請求項４０】
　請求項３９記載の方法において、前記プロファイルが火災成長のエリアを定める、方法
。
【請求項４１】
　請求項３２記載の方法であって、更に、前記火災の火元を突き止めるステップを含む、
方法。
【請求項４２】
　請求項４１記載の方法において、前記火災の火元を突き止めるステップが、
　前記占有枠を監視している複数の検出器からのデータ読み取り値に基づいて、火災成長
のエリアを定めるステップと、
　前記火災成長のエリアにおいて検出器の数を決定するステップと、
　読み取り値が最高の検出器を判定するステップと、
を含む、方法。
【請求項４３】
　請求項４２記載の方法において、鎮静化するステップが、前記読み取り値が最高の検出
器に近接する流体配給デバイスの数を決定するステップを含む、方法。
【請求項４４】
　請求項４３記載の方法において、前記数を決定するステップが、前記読み取り値が最高
の検出器の周囲において４つの配給デバイスを決定するステップを含む、方法。
【請求項４５】
　請求項４４記載の方法であって、更に、前記４つの配給デバイスを動作させるときを決
定するために、前記火災成長において閾値時機を判定するステップを含み、前記鎮静化す
るステップが、前記４つの配給デバイスを制御信号によって動作させるステップを含む、
方法。
【請求項４６】
　請求項３２記載の方法において、前記鎮静化するステップが、前記火災に対処する放出
アレイを形成する複数の流体配給デバイスを特定するステップを含む、方法。
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【請求項４７】
　請求項４６記載の方法において、前記特定するステップが、前記放出アレイを形成する
前記複数の流体配給デバイスを動的に特定するステップを含む、方法。
【請求項４８】
　請求項４７記載の方法において、前記動的に特定するステップが、前記天井の下に配置
された複数の検出器から読み取り値を取り込むステップを含み、前記動的に特定するステ
ップが、前記複数の検出器からの最も高い読み取り値に基づいて、前記火災に最も近い前
記複数の配給デバイスを決定するステップを含む、方法。
【請求項４９】
　請求項４８記載の方法において、前記動的に特定するステップが、４つ、８つ、または
９つの流体配給デバイスの内任意の１つを特定するステップを含む、方法。
【請求項５０】
　請求項４７記載の方法において、前記火災を検出するステップが、前記天井の下に配置
された複数の検出器から読み取り値を取り込むステップを含み、前記動的に特定するステ
ップが、閾値と一致するまたはこれを超過する検出器読み取り値と関連付けられたデバイ
スに基づいて、デバイス・キューにおける配置のために、最小数の流体配給デバイスを特
定するステップを含む、方法。
【請求項５１】
　請求項４６記載の方法において、前記特定するステップが、前記放出アレイを形成する
前記複数の流体配給デバイスの統一的決定を行うステップを含む、方法。
【請求項５２】
　請求項５１記載の方法において、前記統一的決定を行うステップが、
　火災の閾値検出に関連付けられた第１配給デバイスを決定するステップと、
　前記第１配給デバイスに隣接する複数の配給デバイスを特定するステップであって、前
記複数の隣接する配給デバイスおよび前記第１配給デバイスが、４または９の内任意の１
つである総数を定め、前記総数がユーザによって定められる、ステップと、
を含む、方法。
【請求項５３】
　請求項５１記載の方法において、前記検出するステップが、前記天井の下にある複数の
検出器の読み取り値を処理するステップを含み、前記統一的決定が前記複数の読み取り値
とは無関係である、方法。
【請求項５４】
　請求項５１記載の方法において、前記統一的決定を行うステップが、
　閾値と一致するまたはこれを超過する第１検出器を特定するステップと、
　前記第１検出器と関連付けられた第１固定パターンの流体配給デバイスを動作させるス
テップと、
　前記第１固定パターンとは異なる第２固定パターンの流体配給デバイスを動作させるス
テップと、
　前記第１および第２固定パターンとは異なる第３固定パターンの流体配給デバイスを動
作させるステップと、
を含む、方法。
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，２７４号、２０１３年１２月２３日に出願された第６１／９２０，３１４号、および２
０１４年６月９日に出願された米国仮特許出願第６２／０９９，７７８号の優先権を主張
する国際出願である。これらの出願の各々は、ここで引用したことにより、その内容全体
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が本願にも含まれるものとする。
技術分野
[0002]　本発明は、一般には、倉庫用防火システムに関する。更に特定すると、本発明は
、火災に対して制御された応答を生成し、効果的に火災を鎮静化させるように固定量の体
積流量の消火流体(firefighting fluid)を散水する防火システムを含む。
【０００２】
　[0003]　倉庫の防火に対して業界が容認したシステムの設置規格および定義が、全国防
火協会の刊行物、スプリンクラ・システムの設置規格（２０１３版）（「ＮＦＰＡ１３」
）において規定されている。例えば、グループＡプラスチックのような保管されているプ
ラスチックの保護に関して、ＮＦＰＡ１３は、商品を保管および保護することができる態
様(manner)を制限する。具体的には、発泡露出および非露出プラスチック(expanded expo
sed and unexposed plastics)を含むグループＡプラスチックは、個々のプラスチック商
品に応じて、最大３０フィートの天井の下において最大高２５フィートまでの、パレタイ
ズド(palletized)保管、棒積み(solid-piled)保管、ビン・ボックス(bin box)保管、棚ま
たは背中合わせの棚における保管に制限される。ＮＦＰＡ１３は、プラスチック商品のラ
ック保管については規定しないが、グループＡプラスチックのラック保管は、（ｉ）カー
トン入り(cartoned)、発泡または非発泡プラスチック、および（ｉｉ）露出非発泡プラス
チックに制限する。更に、該当するグループＡプラスチックのラック保管は、最大天井４
５フィート（４５ｆｔ）の下で、最大４０フィート（４０ｆｔ）の保管高に制限される。
この設置規格の下では、ラックにおけるグループＡプラスチックの保護は、例えば、水平
バリアおよび／またはラック内スプリンクラのような、特定の設備(accommodations)を必
要とする。したがって、現在の設置規格は、特定の保管施設、例えば、「天井単独」(cei
ling-only)防火システムがあるまたはないラック保管構成における露出、発泡プラスチッ
クの防火について規定しない。一般に、設置規格の下で設置されるシステムは、火炎「制
御」または「抑制」に備える。保管保護に対する「火災抑制」の業界容認定義は、火炎プ
リューム(fire plume)を介した、燃焼している燃料面への直接的で十分な水流の供給によ
って、火災の放熱率を急激に下げその再成長を防止することである。「火炎制御」の業界
容認定義は、構造的損傷を回避するために、上限気体温度を制御しつつ放熱率を下げ隣接
する可燃物を予め湿らせるように、水流の分散によって火炎の大きさを限定することと定
義される。更に一般的には、ＮＦＰＡ１３による「制御」とは、鎮火システムによって、
あるいは鎮火システムまたは手作業の補助によって火災が鎮静化されるまで、火災を抑制
すること」と定義することができる。
【０００３】
　[0004]　グループＡプラスチックを含むラック保管用ドライ・システム天井単独防火シ
ステムが、米国特許第８，７１４，２７４号に示され、記載されている。これらの記載さ
れたシステムは、火炎を「包囲し浸水させる(drown)」ために、スプリンクラを作動させ
て消火流体の放出を遅らせることによって、ラック保管占有枠(rack storage occupancy)
における火災に対処する。ＮＦＰＴに準拠するシステムまたは米国特許第８，７１４，２
７４号に記載されたシステムのいずれも、各々、「自動スプリンクラ」を採用する。自動
スプリンクラは、火炎抑制デバイスまたは火炎制御デバイスであることができ、その熱起
動エレメント(heat-activated element)がその熱定格以上に加熱されたときに自動的に動
作し、消火流体の送出時に、指定されたエリアに水を放出させる。したがって、これら既
知のシステムは、火炎に対して熱的に応答して作動するスプリンクラを採用する。
【０００４】
　[0005]　純粋に熱的な自動応答を使用するシステムとは対照的に、１つ以上のスプリン
クラを動作させるためにコントローラを使用するシステムが記載されている。例えば、ロ
シア特許第ＲＵ９５５２８号では、検出された火災のエリアよりも広い固定地理的エリア
にスプリンクラ灌漑設備を開くように制御されるシステムが記載されている。他の例では
、ロシア特許第ＲＵ２４１４９９６号では、火災の中心に近い固定ゾーンにおいてスプリ
ンクラ灌漑設備の動作を制御するシステムについて記載するが、このゾーンの動作は、こ
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のスプリンクラ灌漑設備を遠隔的に操作することができる人員による視覚的検出に部分的
に頼ると考えられる。これらのシステムは、消火に対処する既知の方法を改良するとは考
えられず、記載されたシステムは、課題が多い商品、特に、プラスチック商品の防火を可
能にするとは考えられない。
【発明の概要】
【０００５】
　[0006]　制御、抑制、および／または包囲および浸水効果によって火災に対処するシス
テムおよび方法に対して、防火を改善する、好ましいシステムおよび方法を提供する。更
に、本明細書において説明する好ましいシステムおよび方法は、「天井単独」防火による
倉庫占有枠(storage occupancy)および商品の保護も可能にする。本明細書において使用
する場合、「天井単独」防火とは、防火デバイス、即ち、流体配給デバイスおよび／また
は検出器が、保管されている品目または資材よりも上の天井に配置され、これらの天井デ
バイスと床との間には防火デバイスがないような防火と定義することとする。説明する好
ましいシステムおよび方法は、保管商品および／または占有枠の保護のために、火災を鎮
静化する手段を含む。本明細書において使用する場合、火災を「鎮静化する」(quench or
 quenching)とは、実質的に火災を鎮静化させて、保管商品に対する火災の影響を限定す
るために、消火流体、好ましくは水流を供給することと定義し、そして好ましい態様では
、抑制を行う(suppression performance)既知のスプリンクラ・システムと比較して、影
響を低減する。火災を鎮めることに加えてまたはその代わりに、本明細書において説明す
るシステムおよび方法は、火災制御、火災抑制、および／または包囲および浸水の遂行(p
erformance)によって火災に有効に対処することもでき、または現在の設置設計、規格、
または他の記載された方法の下では入手できない、保管商品用防火システムおよび方法を
提供することができる。概して、好ましい鎮静化手段は、配管システムと、火災を検出す
る複数の火災検出器と、検出器および流体分配デバイスの各々と通信し、好ましくは、検
出された火災の上またはその回りに初期放出アレイを形成する(define)、選択数の流体分
配デバイスを特定するコントローラとを含む。この好ましい手段は、火災を好ましく鎮静
化するために、消火流体の好ましくは固定流量および最小化された流量を配給するように
、放出アレイの流体配給デバイスの動作を制御することができる。ある実施形態では、好
ましい手段は、選択された流体配給デバイスへの消火流体の供給を制御する。
【０００６】
　[0007]　本明細書において説明するシステムおよび方法の特に好ましい実施形態では、
本発明者は、ラックにおける露出発泡プラスチック(exposed expanded plastics)の保護
を図るために、鎮静化手段の好ましい実施形態の適用を決定した。具体的には、好ましい
鎮静化手段は、現在の設置規格の下で要求される設備、例えば、ラック内スプリンクラ、
バリア等を使用せずに、規格の下では規定されない高さにおいて、露出発泡プラスチック
のラック保管の天井単独防火を図ることができる。更に、好ましい鎮静化手段は、例えば
、検査アレイにおける火炎の横方向延焼を限定する垂直バリアのような、設備を検査する
必要なく、検査用火災において非常に困難な火災(high challenge fire)に効果的に対処
することができる。
【０００７】
　[0008]　本明細書において説明する倉庫保護用防火システムの好ましい実施形態は、火
災の保管商品に対する影響を限定するため、更に好ましくは低減するために、火災におけ
る閾値時機(threshold moment)において固定体積流量の消火流体を供給することによって
、火災に対する応答を制御することができる。３０フィートよりも大きい公称天井高を定
める天井を有する倉庫占有枠の保護のために、防火システムの好ましい実施形態を提供す
る。このシステムは、好ましくは、天井の下で、倉庫占有枠における保管商品よりも高い
ところに配置された複数の流体配給デバイスと、保管商品における火炎を鎮静化する手段
とを含み、倉庫占有枠は、公称２０ｆｔから最大公称保管高さの５５ｆｔまでに及ぶ公称
保管高さを有する。好ましい鎮静化手段は、流体配給デバイスを給水所に相互接続する配
管網と、占有枠を監視して火災を見つけるための複数の検出器と、複数の検出器に結合さ



(9) JP 2017-501818 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

れ火災を検出してその位置を突き止めるコントローラとを含む流体配給システムを含む。
コントローラは、複数の分散デバイスに結合され、選択数の流体配給デバイス、更に好ま
しくは、４つの分散デバイスを特定し、火災の上および周囲におけるそれらの動作を制御
する。
【０００８】
　[0009]　コントローラの１つの好ましい実施形態は、検出器の各々からの入力信号の受
信のために複数の検出器の各々に結合された入力コンポーネントと、火災の延焼における
閾値時機を判定する処理コンポーネントと、閾値時機に応答して、特定された流体配給デ
バイスの各々に動作用出力信号を生成する出力コンポーネントとを含む。更に特定すれば
、コントローラの好ましい実施形態は、処理コンポーネントが検出信号を分析して火災の
位置を突き止め、適正な流体配給デバイスを選択して、好ましくは火災の上および周囲に
おいて動作させる放出アレイを形成することを可能にする。流体配給デバイスの好ましい
実施形態は、オープン・フレーム・ボディーと、スプリンクラへの水流を制御する電気動
作式ソレノイド・バルブとを含むことができる。流体配給デバイスの他の好ましい実施形
態は、スプリンクラ・フレーム・ボディと、このスプリンクラ・フレーム・ボディと共に
装備されフレーム・ボディからの水流を制御する、電気応答式アクチュエータとを含むこ
とができる。したがって、好ましい流体配給デバイスは、密閉アセンブリと、変換器とを
含み、変換器はこの変換器を動作させる電気信号に応答する。流体配給デバイスの１つの
特定的な実施形態は、ＥＳＦＲスプリンクラ・フレーム・ボディと、２５．２ＧＰＭ／Ｐ
ＳＩ１／２の公称Ｋ－ファクタを有するディフレクタ(deflector)とを含む。
【０００９】
　[0010]　好ましいシステムは、公称４５フィートの天井高さの下に、そして公称４０フ
ィートの保管高さの上に設置することができる。あるいは、好ましいシステムは、公称３
０フィートの天井高さの下に、そして公称２５フィートの保管高さの上に設置することが
できる。保管される商品は、ラック、マルチラック、および二重列ラック(double-row ra
ck)のいずれかとして、床上に、ソリッド・シェルフ(solid shelf)がないラック、パレタ
イズド、ピン・ボックス、棚、または１列ラック保管の内いずれか１つとして配列するこ
とができる。更に、保管される商品は、クラスＩ、ＩＩ、ＩＩＩ、またはＩＶ、グループ
、グループＢ、またはグループＣプラスチック、エラストマ、あるいはラバー商品の内任
意の１つとすることができる。ラック保管の保護のための１つの好ましい実施形態では、
商品は発泡露出プラスチックである。
【００１０】
　[0011]　他の好ましい態様では、倉庫占有枠の防火方法を提供する。この好ましい方法
は、倉庫占有枠における保管商品において火炎を検出するステップと、保管商品において
火炎を沈静化させるステップとを含む。この好ましい方法は、火炎の上および周囲に放出
アレイを形成するために複数の選択流体配給デバイスを決定するステップを含む。流体配
給デバイスは、動的に決定することができ、または統一的決定(fixed decision)でもよい
。この決定は、好ましくは、火炎の上および周囲に、４つ、８つ、または９つの隣接する
流体配給デバイスの内、好ましくは、任意の１つを特定するステップを含む。更に、この
好ましい方法は、識別した流体配給デバイスを実質的同時に動作させるために、火炎にお
いて閾値時機を特定するステップも含む。
【００１１】
　[0012]　好ましい火災検出方法は、倉庫占有枠を継続的に監視するステップと、火災の
プロファイルを定義するおよび／または火災の出所を突き止めるステップとを含む。火災
の場所を突き止める好ましい実施形態は、占有枠を監視している複数の検出器からのデー
タ読み取り値に基づいて、火災成長エリアを定義するステップと、火災成長エリアにおけ
る検出器の数を判定するステップと、最も高い読み取り値を有する検出器を判定するステ
ップとを含む。好ましい鎮火方法は、最も高い読み取り値を有する検出器に近接するある
数の放出デバイスを決定するステップを含み、更に好ましくは、もっとも高い読み取り値
を有する検出器の周囲に４つの放出デバイスを決定するステップを含む。この方法の好ま
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しい実施形態は、放出デバイスを動作させるときを決定するために火災成長における閾値
時機を判定するステップを含み、沈静化するステップは、制御信号(controlled signal)
によって、好ましい放出アレイを動作させるステップを含む。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
　[0013]　本明細書に組み込まれその一部を構成する添付図面は、本発明の実施形態例を
例示し、以上で行った概略的な説明および以下で行う詳細な説明と共に、本発明の特徴を
説明する役割を果たす。尚、好ましい実施形態は、添付した請求項によって規定される発
明の例の一部であることは理解されてしかるべきである。
【図１】図１は、好ましい倉庫防火システムの一実施形態の代表的な図である。
【図２】図２は、図１の好ましいシステムの動作の模式図である。
【図２Ａ】図２Ａは、図１の好ましいシステムにおいて使用する好ましい流体配給デバイ
スの配置の模式図である。
【図２Ｂ】図２Ｂは、図１の好ましいシステムにおいて使用する好ましい流体配給デバイ
スの配置の模式図である。
【図３】図３は、図１のシステムにおいて使用するコントローラの構成の模式図である。
【図４】図４は、図１のシステムのコントローラ動作の好ましい実施形態である。
【図４Ａ】図４Ａは、図１のシステムのコントローラ動作の他の好ましい実施形態である
。
【図４Ｂ】図４Ｂは、図１のシステムのコントローラ動作の他の好ましい実施形態である
。
【図４Ｃ】図４Ｃは、図１のシステムのコントローラ動作の他の好ましい実施形態である
。
【図４Ｄ】図４Ｄは、図１のシステムのコントローラ動作の他の好ましい実施形態である
。
【図４Ｅ】図４Ｅは、図１のシステムのコントローラ動作の他の好ましい実施形態である
。
【図５Ａ】図５Ａは、図１のシステムの好ましい設置の模式図である。
【図５Ｂ】図５Ｂは、図１のシステムの好ましい設置の模式図である。
【図６Ａ】図６Ａは、好ましいシステムの他の実施形態が対処した(addressed)検査火災
による、保管商品に対する損傷の図解(graphic illustrations)である。
【図６Ｂ】図６Ｂは、好ましいシステムの他の実施形態が対処した(addressed)検査火災
による、保管商品に対する損傷の図解(graphic illustrations)である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　[0025]　図１および図２に示すのは、倉庫占有枠１０および１つ以上の保管商品１２の
保護用防火システム１００の好ましい実施形態である。本明細書において説明する好まし
いシステムおよび方法は、倉庫占有枠の防火のために２つの原理を利用する。（ｉ）火災
の検出および位置突き止め、および（ｉｉ）火災に効果的に対処するため、そして更に好
ましくは火災を鎮静化するために、火炎に対して水のような消火流体の、好ましくは一定
の最小体積流量を制御して放出および配給することによって、閾値時機において火災に対
して応答する。更に、好ましいシステムおよび方法は、火災に対処する、そして更に好ま
しくは鎮静化する好ましい手段に結合された流体配給デバイスを含む。
【００１４】
　[0026]　本明細書において示し説明する好ましいシステムは、流体配給サブシステム１
００ａ、制御サブシステム１００ｂ、および検出サブシステム１００ｃを有し、火災を鎮
静化する手段を含む。図２を参照すると、流体配給および制御サブシステム１００ａ、１
００ｂは、好ましくは、選択的に特定された流体配給デバイス１１０の動作を制御するた
めに、１つ以上の制御信号ＣＳの通信によって協働する。流体配給デバイス１１０は、火
災に効果的に対処するため、更に好ましくは火災を鎮静化するために、検出された火災Ｆ
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の現場の好ましくは実質的に上および周囲に消火流体の好ましい固定体積流量Ｖを送出し
配給する好ましい放出アレイを形成する。固定体積流量Ｖは、配給される放出物(dischar
ge)Ｖａ、Ｖｂ、Ｖｃ、およびＶｄの集合体によって定めることができる。検出サブシス
テム１００ｃは、制御サブシステム１００ｂと共に、直接または間接的に、（ｉ）保管占
有枠１０における火災Ｆの場所および大きさを判定し、（ｉｉ）本明細書において説明す
るような好ましい態様において流体配給デバイス１１０を選択的に特定して動作を制御す
る。検出および制御サブシステム１００ｂ、１００ｃは、好ましくは、１つ以上の検出信
号ＤＳの通信によって、火災Ｆを検出しその場所を突き止めるために協働する。図１に示
すように、流体配給デバイスは、倉庫占有枠の天井の下、および商品の上における好まし
い位置から、商品の「天井単独」防火を図るために、消火流体の分散のために配置されて
いる。好ましくは、検出サブシステム１００ｃは、好ましくは天井単独防火システムの支
援のために、天井の下および商品の上に配置された複数の検出器１３０を含む。制御サブ
システム１００ｂは、好ましくは、１つ以上のコントローラ１２０を含み、更に好ましく
は、選択的に特定されたデバイス１１０のグループの動作制御のために、検出器１３０お
よび流体配給デバイス１１０に結合された集中コントローラ１２０を含む。
【００１５】
　[0027]　検出サブシステム１００ｃの検出器１３０は、占有枠を監視して、温度、熱エ
ネルギ、スペクトル・エネルギ、煙、または占有枠における火炎の存在を示す他のパラメ
ータの内任意の１つについて変化を検出する。検出器１３０は、熱電対、サーミスタ、赤
外線検出器、煙検出器、およびその同等品の内任意の１つまたは組み合わせとすることが
できる。本システムにおいて使用できる既知の検出器には、SIMPLEX, TYCO FIRE PROTECT
ION PRODUCTS社のTrueAlarm（登録商標）Analog Sensingアナログ・センサが含まれる。
天井単独システム１００の好ましい実施形態では、図１の例について見られるように、倉
庫占有枠１０の監視用の１つ以上の検出器１３０は、好ましくは、流体配給デバイス１１
０に近接して配置され、更に好ましくは、天井Ｃの下およびその近くに配置される。検出
器１３０は、図２Ａに模式的に示すように、スプリンクラ１１０と軸方向に整列されて装
着することができ、または代わりに、図２および図２Ｂに模式的に示すように、配給デバ
イス１１０の上にあるのでもよく、更に配給デバイス１１０からずれてもよい。更に、検
出器１３０が、天井単独保護をサポートするために商品の上に位置するのであれば、流体
配給デバイス１１０から同じ高さまたは任意の異なる高さに配置することができる。検出
器１３０は、本明細書において説明するような処理のために、検出データまたは信号をシ
ステム１００のコントローラ１２０に通信するために、コントローラ１２０に結合されて
いる。火災を示す環境的変化を監視する検出器１３０の能力は、使用される検出器のタイ
プ、検出器の感度、検出器のカバレッジ・エリア、および／または検出器と火元との間の
距離によって異なる可能性がある。したがって、検出器１３０は、個々にそして集合的に
、説明する態様で占有枠１０を監視して火災の状態を検出するために、しかるべく装着さ
れ、離間され、および／または配向される。
【００１６】
　[0028]　検出器１３０および流体配給デバイス１１０の各々からおよび／またはへの種
々の入力および出力信号を受信し、処理し、生成する、好ましい集中コントローラ１２０
を模式的に図３に示す。機能的に、好ましいコントローラ１２０は、データ入力コンポー
ネント１２０ａ、プログラミング・コンポーネント１２０ｂ、処理コンポーネント１２０
ｃ、および出力コンポーネント１２０ｄを含む。データ入力コンポーネント１２０ａは、
 例えば、連続または間欠温度データ、スペクトル・エネルギ・データ、煙データ、また
はこのようなパラメータを表す生の電気データというような、例えば、生の検出データま
たは較正したデータを含む、検出データまたは信号の内任意のもの、例えば、占有枠の測
定された環境パラメータを示す電圧、電流、またはディジタル信号を検出器１３０から受
信する。検出器１３０から収集される追加のデータ・パラメータには、検出器の時間デー
タ、アドレス、または位置データを含むことができる。好ましいプログラミング・コンポ
ーネント１２０ｂは、火災の検出、火災の場所、火災のプロファイル、火災の大きさ、お
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よび／または火災成長の閾値時機を定めることができる、ユーザ定義パラメータ、判断基
準、または規則の入力を可能にする。更に、プログラミング・コンポーネント１２０ｂは
、検出された火災に応答して、動作させる流体配給デバイスまたはアセンブリ１１０を特
定するための選択パラメータまたはユーザ定義パラメータ、判断基準、あるいは規則の入
力を可能にする。パラメータ、判断基準、あるいは規則は、以下の内１つ以上を含む。分
散デバイス１１０間の関係、例えば、近接度、隣接性(adjacency)等を定める。動作させ
るデバイスの数、即ち、最大値および最小値の限度、動作時間、動作のシーケンス、動作
のためのデバイスのパターンおよびジオメトリ(geometry)、これらの放出速度を定める。
および／または検出器１３０に対する関連または関係を定める。本明細書において説明す
る好ましい制御方法において示されるように、検出器１３０を流体配給デバイス１１０と
１対１に基づいて関連付けることができ、または代わりに１つよりも多い流体配給デバイ
スと関連付けることができる。加えて、入力および／またはプログラミング・コンポーネ
ント１２０ａ、１２０ｂは、本明細書において説明するように分散デバイスの方法を実行
するために、流体配給デバイス１１０とコントローラ１２０との間におけるフィードバッ
クまたはアドレシングを可能にする。
【００１７】
　[0029]　したがって、好ましい処理コントローラ１２０ｃは、火災を検出し場所を突き
止め、流体配給デバイスを選択し、流体配給デバイスに優先順位を付け、および／または
流体配給デバイスを特定し好ましい態様で動作を制御するためにするために、入力および
プログラミング・コンポーネント１２０ａ、１２０ｂからの入力およびパラメータを処理
する。例えば、好ましい処理コントローラ１２０ｃは、概略的に、閾値時機に達したとき
を判定し、コントローラ１２０の出力コンポーネント１２０ｄと共に、好ましくは、１つ
以上の本明細書において説明する方法にしたがって、特定された、そして好ましくはアド
レス可能な配給デバイス１１０の動作を制御するために、しかるべき信号を生成する。シ
ステム１００において使用可能な既知のコントローラの一例に、TYCO FIRE PROTECTION P
RODUCTS社のSimplex（登録商標）4100 Fire Control Panelがある。プログラミングは、
ハードワイヤされても、または論理的にプログラミングされもよく、システム・コンポー
ネント間の信号は、アナログ、ディジタル、または光ファイバ・データの内１つ以上とす
ることができる。更に、システム１００のコンポーネント間の通信は、有線またはワイヤ
レス通信の内任意の１つ以上とすることができる。
【００１８】
　[0030]　図４に示すのは、システム１００におけるコントローラ１２０の動作１６０を
一般化した好ましい実施形態である。このシステムの動作状態では、処理コンポーネント
１２０ｃは火災Ｆを検出し（１６２）場所を突き止める（１６４）ために入力データを処
理する。本明細書における好ましい方法によれば、処理コンポーネント１２０ｃは、検出
サブシステム１００ｃからの検出および／またはその他の入力データまたは信号に基づい
て、突き止められた火災Ｆの上および周囲に好ましいアレイを形成する流体配給デバイス
１１０を特定し、その放出を制御する（１６６）。処理コンポーネント１２０ｃは、好ま
しくは、選択された流体配給デバイスのアレイの動作および放出のために、火災における
閾値時機を判定する（１６８）。ステップ１７０において、処理コンポーネント１２０ｃ
は、出力コンポーネント１２０ｄと共に、特定した流体配給デバイスを動作させて火災に
対処するため、更に好ましくは火災を鎮静化するために（１７０）、しかるべく通知する
。
【００１９】
　[0031]　放出アレイは、好ましくは初期に、選択および優先された数の流体配給デバイ
ス１１０、ならびに好ましくは検出された火災の上を中心に位置付けられた外形によって
定められる。本明細書において説明するように、放出アレイにおける放出デバイス１１０
の数は、予めプログラミングすることまたはユーザが定めることができ、更に好ましくは
、アレイを形成するデバイスの最大数を予めプログラミングしまたはユーザが定め、この
最大数までに制限される。更に、選択数またはユーザが定めた数の放出デバイスは、例え
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ば、システム１００の配給デバイス１１０のタイプ、間隔および水力要件を含むその設置
構成(installation configuration)、検出器１３０のタイプおよび／または感度、保護対
象商品の危険のタイプまたはカテゴリ、倉庫の構造(arrangement)、倉庫の高さ、および
／または倉庫占有枠の天井の最大高さというような、システム１００の１つ以上の係数お
よび／または保護対象商品に基づくことができる。例えば、配給デバイスの直線格子の下
に保管されたグループＡ露出発泡プラスチックのように、危険性が高い商品では、放出ア
レイを形成する流体配給デバイスの好ましい数は、好ましくは８（８つのデバイスによる
３×３正方形周囲）とすることができ、また更に好ましくは９（デバイスの３×３格子ア
レイ）とすることができる。他の例では、グループＡ箱詰め非発泡プラスチックでは、図
２に模式的に示すように、放出デバイスの好ましい数は４（デバイスの４×４格子アレイ
）とすることができる。あるいは、危険性が低い商品では、アレイの放出デバイスの数は
、１つ、２つ、または３つとすることができ、実質的に火災Ｆの上に中心がありその周囲
に位置付けられる。この場合も、放出アレイにおけるデバイスの特定化された数(particu
larized number of devices)は、システムの種々の係数および保護対象商品に応じて定め
ることができる。好ましくは、結果的に得られた放出アレイが、効果的に火災に対処し、
更に好ましくは火災を鎮静化するために、好ましくは、検出された火災Ｆの現場の実質的
に上および周囲に、固定体積流量Ｖの消火流体を送出して配給する。
【００２０】
　[0032]　放出アレイ用の流体配給デバイス１１０の特定および／またはアレイの形状は
、動的に決定することができ、または代わりに統一的決定でもよい。本明細書において使
用する場合、「動的な決定」とは、放出アレイを形成するための特定の配給デバイス１１
０の選択および特定が、好ましくは、ある時間期間にわたって、火災の最初の検出が確定
した(define)時点から、火災における閾値時機が定められるまでの検出器読み取り値の関
数として決定されることを意味する。対照的に、「統一的」決定では、放出アレイの配給
デバイスの数、およびそのジェオメトリが予め決められており、アレイの中心または位置
が、好ましくは、特定のレベルの検出または他の閾値時機の後に決定される。放出アレイ
の特定および動作のための以下の好ましいコントローラ動作によって、動的決定および統
一的決定を実証する。
【００２１】
　[0033]　図４Ａおよび図４Ｂに示すのは、システム１００のコントローラ１２０の他の
好ましい動作実施形態例２００のフローチャートである。最初のステップ２００ａにおい
て、コントローラ１２０は検出器１３０からの検知出力または検出出力に基づいて、占有
枠の環境を連続的に監視する。ステップ２００ｂにおいて、コントローラ１２０は、デー
タを処理して火災Ｆの存在を判定する。火災の指示は、例えば、急激な温度上昇、スペク
トル・エネルギの急激な上昇、または他の測定パラメータの急激な上昇というような、検
出器１３０からの検知データにおける急激な変化に基づくことができる。コントローラ１
２０が火災の存在を判定した場合、コントローラ１２０はステップ２００ｃにおいてこの
火災のプロファイルを作成し(develop)、更に好ましくは、着信する検出データに基づい
て成長の「ホット・ゾーン」即ち火災成長エリアを定める。好ましいプロファイルまたは
「ホット・ゾーン」を確定すると、コントローラ１２０は次にステップ２００ｄにおいて
火災の火元即ち現場を突き止める。１つの特定的な実施形態では、好ましいコントローラ
１２０はステップ２００ｄ１において火災プロファイル即ち「ホット・ゾーン」内にある
全ての検出器１３０および配給デバイス１１０を判定する。次のステップ２００ｄ２にお
いて、コントローラ１２０は、火災に最も近い検出器１３０または配給デバイス１１０を
判定する。１つの好ましい態様では、この判定は、ホット・ゾーンにおいて最も高い測定
値を測定した検出器１３０の識別に基づくことができる。好ましくは、コントローラ１２
０は、ステップ２００ｅにおいて、最高値の検出器１３０に対する流体配給デバイス１１
０の近接度を判定することができる。
【００２２】
　[0034]　更に好ましくは、コントローラ１２０は、好ましい放出アレイを形成するため
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に、火災の上、周囲、そして更に好ましくは最も近い流体配給デバイス１１０を特定する
。例えば、コントローラ１２０は、好ましくは動的にそして繰り返し、ステップ２００ｆ
において、最も高い測定値の検出デバイス、または他の選択判断基準の検出デバイスの周
囲上において、最も近い４つの放出デバイス１１０を特定する。あるいは、コントローラ
１２０は、選択判断基準に基づいて、例えば、８つまたは９つの配給デバイスというよう
な、任意の他の好ましくはユーザが定めた数の配給デバイス１１０を選択し特定すること
ができる。次いで、ステップ２００ｇにおいて、火災の周囲および上において動作させる
最も近い４つの配給デバイス１１０を特定する。ステップ２００ｈにおいて、コントロー
ラ１２０は、好ましくは、火災の上および周囲においてこれら４つの配給デバイス１１０
を動作させる閾値時機を決定する。コントローラ１２０には、好ましくは、ユーザが定め
た閾値、温度に関する時機(moment)または判断基準、熱放出率、温度上昇率、または他の
検出パラメータをプログラミングすることができる。閾値時機は、システム・パラメータ
の任意の１つまたは組み合わせから決定することができ、例えば、ユーザが定めた閾値よ
りも高いデータ読み取り値を有する検出器の数、「ホット・ゾーン」内においてユーザが
定めた量に達した流体配給デバイスの数、閾値レベルに達した温度プロファイル、ユーザ
が指定した時間に対する傾斜に達した温度プロファイル、ユーザが定めた閾値レベルに達
したスペクトル・エネルギ、および／またはユーザが定めた特定レベルに達した煙検出器
から決定することができる。一旦閾値時機に達したなら、コントローラ１２０はステップ
２００ｉにおいて、４つの配給デバイス１１０に動作について通知する。更に好ましくは
、コントローラ１２０は、火災に対処するため、そして更に好ましくは火災を鎮静化する
ために、放出アレイの選択された４つの配給デバイス１１０を実質的に同時に動作させる
。
【００２３】
　[0035]　図５Ａに示すのは、ラック配列で保管された商品の上に配置された、好ましい
天井単独システム１００の平面図である。特に、流体配給デバイス１１０ａ～１００ｐお
よび検出器１３０ａ～１０３ｐの格子例を示す。方法２００の一例では、検出器１３０が
火災を検出し、プロセッサ１２０は火災Ｆの場所を判定する。例えば、検出器１３０ｇが
最も高い読み取り値の検出器として特定された場合、流体配給デバイス１１０ｆ、１１０
ｇ、１１０ｊ、１１ｋがコントローラ１２０によって、「ホット・ゾーン」において火災
の上および周囲にあると特定される。コントローラ１２０は、「ホット・ゾーン」内にお
いてユーザが定めた閾値に一致するまたはこれを超過する検出器に基づいて火災に対処す
るために、流体配給デバイス１１０ｆ、１１０ｇ、１１０ｊ、１１０ｋを動作させる。
【００２４】
　[0036]　図４Ｃに示すのは、システム１００のコントローラの他の好ましい動作実施形
態例３００を示すフローチャートである。最初のステップ３００ａにおいて、コントロー
ラ１２０は、占有枠の環境を監視して、火災において第１閾値時機と一致するまたはこれ
を超過する値を読み取った検出器１３０からの検知または検出入力に基づいて、火災の指
示、そして好ましくはその場所を求める。例えば、１つ以上の検出器１３０が、温度上昇
率閾値、閾値温度、または他の測定パラメータと一致するまたはこれを超過する読み取り
値を戻す可能性がある。コントローラ１２０はデータを処理して、好ましくは、ステップ
３００ｂから、１つ以上の検出器１３０に最も近いまたはこれと関連付けられた第１配給
デバイス１１０、そして更に好ましくは、判定された火災の場所に最も近い第１配給デバ
イス１１０を判定する。コントローラ１２０は、ステップ３００ｃにおいて、以前に特定
された第１配給デバイス１１０に好ましくは直接隣接する配給デバイス、そして更に好ま
しくは第１配給デバイス１１０を包囲する配給デバイスを特定することによって、検出さ
れた火災に対処するために好ましい放出アレイを特定する。隣接する配給デバイスの特定
は、好ましくは、コントローラ１２０のプログラミングに基づき、このプログラミングは
、デバイス間で識別された隣接性または相対的位置付けに関係付けることができる各デバ
イスのアドレスまたは位置を与える。更に、好ましいアレイにおけるデバイスの数は、ユ
ーザが定めた数、または予めプログラミングされた数とすることもできる。次いで、コン
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トローラ１２０は、ステップ３００ｄにおいて、好ましくは、ステップ３００ａの最初の
検出の判定において使用したのと同じパラメータまたは判断基準を使用して、あるいは好
ましくはそれよりも高い閾値を使用して、火災における第２閾値時機を決定する。第２閾
値は、１つ以上の検出器１３０から戻される読み取り値によって定めることができる。第
２閾値時機が検出されると、次に、コントローラ１２０は、好ましいステップ３００ｅに
おいて、検出した火災に対処するために、好ましいアレイの特定されたデバイス１１０全
てを動作させる。
【００２５】
　[0037]　再度図５を参照すると、例えば、検出器１３０ｋおよび関連する配給デバイス
１１０ｋが本方法の下で第１閾値において最初に特定された場合、直接隣接し包囲する８
つの配給デバイス１１０ｆ、１１０ｇ、１１０ｈ、１１０ｊ、１１０ｌ、１１０ｎ、１１
０ｏ、および１１０ｐを、好ましい放出アレイの選択のために、自動的に特定することが
できる。例えば第１検出器１３０ｋによって、好ましくは第１よりも高い第２閾値におい
て検出された、火災における第２閾値時機の決定に続いて、検出された火災に対処するた
めそして好ましくは火災を鎮静化する放出のために、好ましいアレイをコントローラによ
って動作させることができる。あるいは、第２閾値時機は、例えば、第１検出器１３０ｋ
と同じまたはそれより高い閾値において読み取る第２検出器１３０ｇによって検出するこ
ともできる。このような好ましい実施形態では、隣接および包囲するデバイスの特定は、
好ましくは、温度検出または他の測定熱パラメータとは独立しており、代わりに、予め設
定された場所、あるいは隣接性または相対的位置付けを判定するため予めプログラミング
されたデバイスのアドレスに基づく。
【００２６】
　[0038]　代わりにまたは加えて、ユーザが定めたパラメータが、例えば、４つの配給デ
バイスというように、好ましい放出アレイにおいてもっと少ない数の配給デバイス１１０
を指定する場合、好ましい配給アレイをどのように突き止め中心を決めるか判断するため
に、第２検出器１３０の識別情報(identification)を使用することができる。再度図５Ａ
を参照すると、検出器１３０ｋおよび関連する配給デバイス１１０ｋが第１閾値の下で最
初に特定された場合、直接隣接するおよび包囲する８つの配給デバイス１１０ｆ、１１０
ｇ、１１０ｈ、１１０ｊ、１１０ｌ、１１０ｎ、１１０ｏ、および１１０ｐを、好ましい
放水アレイの可能な選択のために特定することができる。ユーザが定めたまたは予めプロ
グラミングされた第２の閾値において、検出器１３０ｆが特定された場合、コントローラ
は４つの流体配給デバイス１１０ｆ、１１０ｇ、１１０ｊ、および１１０ｋを、好ましい
４－デバイス放出アレイとして固定的に特定して動作を制御することができる。したがっ
て、１つの態様では、この方法は、第１配給デバイスを特定する熱検出のときに、配給デ
バイス１１０のグループまたはゾーンの、好ましいユーザが定めた作動、予め設定された
作動、一定の作動、または予めプログラミングされた作動を実行する(provide for)こと
ができる。
【００２７】
　[0039]　図４Ｄに示すのは、システム１００において使用する他の方法の代替実施形態
である。本方法のこの実施形態は、各検出器１３０における火災の監視および検出に基づ
いて、出火地点の上および周囲、更に好ましくは、出火地点を中心に配されここを包囲す
る流体配給デバイス１１０のアレイを動的に特定し動作させる。各検出器１３０は、好ま
しくは、１つの放出デバイス１１０と関連付けられる。本方法は、２つの異なる検出器感
度閾値を採用し、一方が他方よりも感度が高い、または閾値が低い。低い方の閾値は、検
出された火災の上および周囲における好ましい数の配給デバイスを特定し動作を制御する
ために、好ましい予備警報閾値を定める。低い方の感度または高い方の閾値は、流体配給
デバイスの識別されたグループの作動の時機(moment)を特定する。
【００２８】
　[0040]　本システムおよび方法のこの実施形態では、コントローラ１２０は、好ましい
予備警報閾値および好ましい上位警報閾値を定めるようにプログラミングされる。これら
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の閾値は、上昇率、温度、または検出器１３０の任意の他の検出パラメータの１つ以上の
組み合わせとすることができる。更に好ましくは、コントローラ１２０には、好ましい放
出アレイに特定される配給デバイスの最小数がプログラミングされる。好ましくは、予備
警報閾値と一致したまたはこれを超過した検出器に関連する配給デバイスで構成されたデ
バイス・キューが定められる。プログラミングされた最小数のデバイス１１０は、プログ
ラミングされた警報閾値においてコントローラ１２０によってアレイが作動または動作さ
せられる前に、キュー内にあることが必要な最小数のデバイスを定める。更に好ましくは
、コントローラ１２０によって動作させるデバイスの数を制限するために、デバイス・キ
ューにおける配給デバイス１１０の最大数がコントローラ１２０にプログラミングされる
。
【００２９】
　[0041]　４５フィート（４５ｆｔ）の天井の下に４０フィート（４０ｆｔ）まで露出発
泡プラスチックを保管する二重列ラックの保護のためにプログラミングされたコントロー
ラ１２０の実施形態例では、警報閾値を１３５°Ｆ、そしてデバイスの最小数および最大
数をそれぞれ４および６とした場合、予備警報閾値を毎分２０°Ｆの上昇率に設定するこ
とができる。図４Ｄに示す方法４００の実施形態例では、ステップ４０２において、コン
トローラ１２０は温度情報を検出器１３０から受信する。ステップ４０４において、コン
トローラ１２０はこれらの検出器１３０の各々からの履歴温度情報、および検出器１３０
の各々によって検出された現在の温度を確認し、これらの検出器の各々における温度上昇
率を判定する。ステップ４０６において、いずれかの検出器１３０の上昇率が、予備警報
上昇率閾値よりも高いか否か判定を行う。検出器が予備警報閾値と一致したまたはこれを
超過したと判定した場合、ステップ４０８において、この検出器１３０に関連する配給デ
バイス１１０がデバイス・キューに入れられる。ステップ４１０において、検出器１３０
は、警報閾値以上の上昇率を検出するために、占有枠を監視し続ける。警報閾値と一致し
たまたはこれを超過し、更にデバイス・キューにおける配給デバイス１１０の数が、デバ
イスの最小数以上で、デバイス・キューにおける配給デバイスの最大数未満である場合、
ステップ４１２においてキュー内にあるデバイスに動作を通知する。この場合も、コント
ローラ１２０のプログラムにおいて特定された最大数まで、コントローラ１２０はデバイ
ス動作の総数を制限または制御することができる。
【００３０】
　[0042]　図５Ａおよび火災事象例Ｆを参照すると、検出器１３０は倉庫占有枠を監視す
る。例えば、８つの検出器１３０が、プログラミングされた予備警報閾値を超過する温度
および／または上昇率を検出した場合、デバイスのキューが順次最大数の６つまで配給デ
バイス１１０が積み上げられ、各デバイスには８つの検出器１３０の内１つが関連付けら
れる。このキューにおける配給デバイス１１０は、例えば、１１０ｂ、１１０ｃ、１１０
ｆ、１１０ｇ、１１０ｊ、１１０ｋを含むことができる。一旦警報閾値に等しくなったか
または超過した場合、デバイス・キューを形成する６つのデバイスを動作させ、更に好ま
しくは、火災Ｆに対処するために同時に動作させることができる。
【００３１】
　[0043]　加えてまたは任意に、コントローラ１２０にはバックアップ閾値をプログラミ
ングすることができる。バックアップ閾値は検出または導出されるパラメータであり、予
備警報および警報閾値と同じであることまたは異なることができ、デバイス・キューが作
動された後に、動作制御のために追加のデバイスを作動させる条件または時機を定める。
既に説明した保護システムに対するバックアップ閾値例は、１７５°Ｆとすることができ
る。加えて、コントローラには、合計９つのデバイスの初期デバイス・キューの動作後に
動作させる、例えば、３つのデバイスというような、追加の配給デバイス１１０の好まし
い最大数をプログラミングすることができる。任意に動作４００の方法の図４Ｄに示され
、配給デバイス１１０のキューの動作の後に、検出器１３０が直接または間接的にバック
アップ閾値に等しい値またはこれを超過する値を検出した場合、それぞれステップ４１４
、４１６において、最大数の追加までの追加のデバイスを特定し動作させ、その動作を制
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御することができる。したがって、デバイス・キューを定めるための６つの最大配給デバ
イス、および３つの最大追加デバイスがプログラムにプログラミングされた場合、検出器
１３０がバックアップ閾値以上の火災パラメータを検出し続けるとき、合計８つのデバイ
スをコントローラ１２０によって動作させることができる。例えば、デバイス１１０ａ、
１１０ｅ、１１０ｉの関連する検出器１３０がバックアップ閾値と一致したまたはこれを
超過した場合、これらを作動させる。
【００３２】
　[0044]　図４Ｅに示すのは、システム１００におけるコントローラ１２０の動作の方法
５００の他の実施形態である。本方法のこの実施形態では、火災の状態を継続的に監視し
、必要に応じて、好ましくは火災に対処し放水の体積を最小限に抑える、所望の固定グル
ープの流体配給デバイスによって、火災に対処する。方法５００の流体配給デバイスの動
作は、コントローラ１２０によって制御することができ、更に好ましくは、流体配給デバ
イスは、好ましくは、流体制御に合わせて構成され、コントローラ１２０が放水を中止お
よび再開することができ、更に好ましくは、流体配給デバイス１１０からの流量を制御す
ることができる。
【００３３】
　[0045]　好ましい第１ステップ５０１において、例えば、閾値温度、上昇率、または他
の検出パラメータのような、プログラミングされた警報閾値条件に等しいまたはこれを超
過する検出読み取り値に応答して、好ましくは、コントローラ１２０によって第１検出器
１３０を特定する。ステップ５０２において、好ましくは、特定された第１検出器１３０
に対するプログラミングされた関連付けまたはプログラミングされた近接度に基づいて、
１つ以上の流体配給デバイス１１０を動作させる。検出器１３０を流体配給デバイスと１
対１で関連付けることができ、また代わりに、例えば、１つの検出器１３０を包囲しこれ
を中心に配された４つの配給デバイス１１０のグループというような、１つよりも多い流
体配給デバイスを関連付けることもできる。図４Ｅおよび図５Ａを参照すると、本方法お
よびステップ５０２の好ましい一実施形態では、制御される流体配給デバイスは、好まし
くは、特定された第１検出器１３０ｇと関連付けられた１つの主配給デバイス１１０ｇ、
および主配給デバイス１１０ｇを中心に配された８つの副配給デバイス１１０ｂ、１１０
ｃ、１１０ｄ、１１０ｆ、１１０ｈ、１１０ｊ、１１０ｋ、１１０ｌの組み合わせを含む
。ステップ５０２において、主および副デバイス１１０は、例えば、２分というような動
作期間、第１放出パターンを定めるように起動させられる(activate)。
【００３４】
　[0046]　第１放水パターン期間に続いて、ステップ５０４において、火災が抑制された
か、制御されたか、またはそれ以外で効果的に対処されたか否か判定を行う。本システム
の検出器１３０およびコントローラ１２０は、この判定を行うために、占有枠を監視し続
ける。火災が効果的に対処された、更に好ましくは鎮静化されたと判定した場合、流体配
給デバイス１１０の全ての動作を停止させ、方法５００を終了する。しかしながら、火災
が効果的に対処されていないと判定した場合、同じ第１放水パターンで流体配給デバイス
１１０を再度起動させ、または更に好ましくは、ステップ５０６において、異なる第２放
水パターンが、消火流体を用いて火災を標的にし続ける。第２パターンを定める流体配給
デバイス１１０は、プログラミングされた期間、例えば、３０秒（３０ｓｅｃ）の間、コ
ントローラ１２０によって解放したままに維持される。火災に対処するために使用される
水の総量は、好ましくは最小限に抑える。したがって、好ましい一実施形態では、第２放
水パターンは、好ましくは、主配給デバイス１１０ｇを中心に配された４つの副配給デバ
イス１１０ｃ、１１０ｆ、１１０ｈ、１１０ｋによって定められる。加えてまたは代わり
に、第２放水パターンは、好ましい最小流体流量を得るために、１つ以上の配給デバイス
１１０からの消火流体の流量、または放水期間を変更することにより、第１放水パターン
とは異なるものにすることができる。
【００３５】
　[0047]　好ましいステップ５０８において、コントローラは、好ましくは、第３放水パ
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ターンを定めるために、主配給デバイスを中心とする副配給デバイス１１０を再度変更す
る。例えば、第３放水パターンを定めるために、副配給デバイス１１０ｂ、１１０ｄ、１
１０ｊ、１１０ｌを動作させる。第３パターンは、３０秒（３０ｓｅｃ）または他のプロ
グラミングされた放水期間にわたる放水である。第２および第３放水パターンの好ましい
順次起動により、水の使用を最小に抑え、したがって他のものに対する潜在的な水による
損傷を最小に抑えつつ、好ましくは火災の上および周囲における流体配給デバイスの周囲
境界(perimeter)の形成および維持を容易にする。ステップ５０６および５０８に続いて
、ステップ５１０において、火災が効果的に対処されているか再度判定する。火災が効果
的に対処されており、更に好ましくは鎮静化された場合、ステップ５０５において配給デ
バイスの全ての動作を停止する。しかしながら、火災が効果的に対処されていないと判定
した場合、コントローラはステップ５０６から５０８までを繰り返して、既に説明した順
次第２および第３パターンで消火流体を放出し続ける。
【００３６】
　[0048]　好ましい天井単独防火システムでは、火災に効果的に対処し、更に特定すれば
鎮静化する能力は、倉庫占有枠、および保護対象保管商品の構成(configuration)によっ
て左右される可能性がある。システムの設置および性能に影響を及ぼす占有枠および保管
商品のパラメータには、倉庫占有枠１０の天井高さＨＩ、商品１２の高さ、商品１２の分
類、ならびに保護しようとする商品１２の保管配置および高さを含むことができる。した
がって、天井単独システムにおける好ましい鎮火手段は、好ましい放水アレイを形成する
好ましい数およびパターンの流体配給デバイスを動作させるために、火災を検出し位置を
突き止めることができ、露出発泡グループＡプラスチックまでを含む、危険が最大である
商品分類の商品の最高天井および保管高さにおいて、火災に対処し更に好ましくは鎮静化
することができる。
【００３７】
　[0049]　図１を参照すると、占有枠１０の天井Ｃは、平坦天井、水平天井、傾斜天井、
またはこれらの組み合わせの内任意の１つを含む任意の構成にすることができる。天井高
さＨＩは、好ましくは、倉庫占有枠１０の床と、保護対象保管エリア内上部の天井C（ま
たはルーフ・デッキ）の下側との間の距離によって定義され、更に好ましくは、床と上部
天井C（またはルーフ・デッキ）の下側との間の最大高さを定義する。商品アレイ１２は
、ＮＦＰＡ－１３の第３．９．１章において規定され定義されているパラメータの内１つ
以上によって特徴付けることができる。アレイ１２は、倉庫高さＨ２まで格納することが
でき、倉庫高さＨ２は、好ましくは、倉庫の最大高さ、および天井と最も高い保管商品の
上面との間の公称天井－保管物隙間ＣＬを定義する。天井高さＨＩは、２０フィート以上
にすることができ、そして３０フィート以上、例えば、公称４５フィート（４５ｆｔ）ま
で、あるいは、例えば、公称５０フィート（５０ｆｔ）、５５（５５ｆｔ）、６０フィー
ト（６０ｆｔ）、またはそれよりも高く、具体的には６５フィート（６５ｆｔ）までとい
ように、更に高くすることもできる。したがって、倉庫高さＨ２は１２フィート以上にす
ることができ、公称上２０フィート以上、例えば、公称２５フィート（２５ｆｔ）から公
称６０フィート以上まで、好ましくは公称上２０フィートと６０フィートとの間の範囲を
取ることができる。例えば、倉庫高さは、４５フィート（４５ｆｔ）、５０フィート（５
０ｆｔ）、５５（５５ｆｔ）、または６０フィート（６０ｆｔ）の最大公称倉庫高さＨ２
までとすることができる。加えてまたは代わり、倉庫高さＨ２は、好ましくは、１フィー
ト、２フィート、３フィート、４フィート、または５フィート、あるいはこれらの間の任
意の数値の内任意の１つの最小公称天井－保管隙間ＣＬを定めるように、天井Ｃの下で最
大にすることもできる。
【００３８】
　[0050]　保管された商品のアレイ１２は、好ましくは、例えば、一列ラック配置、好ま
しくは、多重列ラック保管配置、そして更に一層好ましくは二重列ラック保管配置という
ような、高積層保管（１２フィート（１２ｆｔ）を超える）ラック配置を定める。他の高
積層保管構成もシステム１００によって保護することができ、例えば、パレタイズド(pal
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letized)、棒積み(solid-piled)（積み上げられた商品）、ビン・ボックス（五面箱にお
ける保管、箱の間には空間が殆どまたは全くない）、棚（少なくとも３０インチ幅の通路
によって分離された、奥行き３０インチまでの構造体における保管）、または背中合わせ
棚保管（垂直バリアによって分離され、長手方向煙道空間がなく、最大保管高さが１５フ
ィートである２つの棚）を含む非ラック保管配置(non-rack storage arrangement)を含む
。また、保管エリアは、同じまたは異なる構成で通路幅Ｗだけ離間された同じまたは異な
る商品の追加保管も含むことができる。更に好ましくは、アレイ１２は主アレイ１２ａ、
および１つ以上の目標アレイ１２ｂ、１２ｃを含むことができ、図５Ａおよび図５Ｂにお
いて見られるように、各々主アレイに対して通路幅Ｗ１、Ｗ２を定める。
【００３９】
　[0051]　保管された商品１２は、ＮＦＰＡ－１３によって定義されたクラスＩ、ＩＩ、
ＩＩＩ、またはＩＶ商品、あるいはグループＡ、グループＢ、またはグループＣプラスチ
ック、エラストマ、およびラバーの内任意のもの、あるいは更にその代わりに燃焼挙動を
特徴付けることができる任意のタイプの商品を含むことができる。グループＡプラスチッ
クの保護に関して、本システムおよび方法の好ましい実施形態は、発泡および露出プラス
チックの保護に合わせて構成することができる。ＮＦＰＡ１３、第３．９．１．１３章に
よれば、「発泡（海綿状(foamed or cellular)）プラスチック」とは、「質量全体に分散
され、相互接続するまたはしない、多数の小さなキャビティ（セル）の存在によって密度
が低下したプラスチック」と定義されている。ＮＦＰＡ１３の第３，９，１，１４章では
、「露出グループＡプラスチック商品」を「水を吸収するまたは燃焼の危険性を明らかに
遅らせる包装や被覆がなされていないプラスチック」と定義する。
【００４０】
　[0052]　本明細書において説明したようなやり方で保管商品における火災に応答するこ
とにより、更に特定すれば鎮静化することにより、好ましいシステム１００は、保管商品
に対する火災の影響を著しく限定する、そして更に好ましくは影響を低減するレベルの防
火性能を図る。これは、例えば、抑制または火災制御というような、既に知られている防
火活動(performance)と比較して、保管された商品に対する損傷を低減すると考えられる
。更に、露出発泡プラスチック商品の保護では、好ましいシステムおよび方法は、現在の
設置規格の下では利用できない高さおよび配置においても天井単独保護を可能にする。加
えてまたは代わりに、好ましいシステムおよび方法は、例えば、垂直または水平バリアと
いうような設備がなくても、露出発泡プラスチック商品の天井単独保護を可能にする。本
明細書において説明したように、実際の火災検査を実行して、本明細書において説明した
好ましいシステムおよび方法の好ましい鎮火性能を実証することができる。
【００４１】
　[0053]　好ましいシステム１００の好ましい天井単独配置では、図１、図５Ａ、および
図５Ｂに模式的に示すように、流体配給デバイス１１０は天井Ｃと保管商品によって定め
られる平面との間に設置される。流体配給サブシステム１００ａは、占有枠の天井の下、
および保護すべき商品の上に吊された部分を有する導管網１５０を含む。システム１００
の好ましい実施形態では、天井単独保護を可能にするために、複数の流体配給デバイス１
１０が導管網１５０に装着または接続される。好ましくは、導管網１５０は、１本以上の
主導管１５０ａを含み、ここから１本以上の分岐導管１５０ｂ、１５０ｃ、１５０ｄが出
て行く。配給デバイス１１０は、好ましくは、所望のデバイス同士間隔ａ×ｂを形成する
ために、離間された分岐導管１５０ｂ、１５０ｃ、１５０ｄに装着され、これらに沿って
離間される。検出器１３０は、好ましくは各配給デバイス１１０の上に配置され、更に好
ましくは各配給デバイス１１０と軸方向に整列される。配給デバイス１１０、分岐ライン
、および主導管（１本または複数）は、格子状導管網または樹木状導管網のいずれかを形
成するように編成することができる。更に、導管網は、システム１００の流体配給部分お
よび流体配給デバイス１１０に相互接続するために、コネクタ、エルボー、およびライザ
等というような導管継ぎ手も含むことができる。
【００４２】



(20) JP 2017-501818 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

　[0054]　導管網１５０は、例えば、給水本管１５０ｅまたは給水タンクのような、消火
流体の供給元に、流体配給デバイス１１０を接続する。流体配給サブシステムは、更に、
例えば、所望の流速および／または圧力で水を配給デバイス１１０に送出するために、消
火ポンプまたは逆流防止器というような、追加のデバイス（図示せず）も含むことができ
る。更に好ましくは、流体配給サブシステムは、好ましくは流体供給元１５０ｅから導管
本管１５０ａまで延びるライザ管１５０ｆも含む。ライザ１５０ｆは、水配給サブシステ
ム１１０ａを通過する流体流を誘導、検出、測定、または制御するために追加のコンポー
ネントまたはアセンブリを含むことができる。例えば、本システムは、スプリンクラから
逆に流体源に向かう流体流を防止するために、チェック・バルブを含むことができる。ま
た、本システムは、ライザ１５０ｆおよびシステム１００を通る流量を測定するために流
量計を含むこともできる。更に、流体配給サブシステムおよびライザ１５０ｆは、例えば
、差動流型(differential fluid-type)流体制御バルブのような、流体制御バルブを含む
ことができる。システム１００の流体配給サブシステム１００ａは、好ましくは、ウェッ
ト・パイプ・システム(wet pipe system)（デバイス動作時に流体が直ちに放出する）ま
たはその変形として構成され、即ち、非連動、単一連動、または二重連動プリアクション
・システム(double-interlock preaction system)（システム配管には初期状態において
気体が充填されており、次いで流体がデバイス動作時に配給デバイスからその動作圧力で
放出するように、検出サブシステムからのシグナリングに応答して消火流体が充填される
）を含む。
【００４３】
　[0055]　流体配給デバイス１１０の好ましい実施形態は、図２Ａおよび図２Ｂに模式的
に示すように、フレーム・ボディに結合された流体偏向部材を含む。フレーム・ボディは
、配管網への接続のための入口と、出口とを含み、これらの入口および出口の間に内部通
路が延びている。偏向部材は、好ましくは、固定離間関係で、出口から軸方向に離間され
る。入口に送出される水または他の消火流体は、偏向部材に衝突する(impact)ために、出
口から放出される。偏向部材は、火災に対処するため、そして更に好ましくは鎮静化する
ために好ましい集合的体積流量に寄与する体積流量を送出するために、消火流体を配給す
る。あるいは、偏向部材は、動作時に所望の態様で消火流体を配給するのであれば、出口
に関して平行移動することができる。本明細書において説明する天井単独システムでは、
図５Ｂに模式的に示すように、流体配給デバイス１１０の偏向部材が好ましくは天井から
所望の偏向部材－天井間距離Ｓのところに位置付けられるように、流体配給デバイス１１
０を設置することができる。あるいは、天井単独構成において保護対象商品上にデバイス
１１０が位置付けられるのであれば、デバイス１１０を天井Ｃから任意の距離に設置する
こともできる。
【００４４】
　[0056]　したがって、流体配給デバイス１１０は、当技術において理解されるような「
防火スプリンクラ」のフレーム・ボディおよび偏向部材によって構造的に具現化すること
ができ、そして本明細書において説明したような、作動の制御を可能にするために、しか
るべく構成または変更することができる。この構成は、既知の防火スプリンクラのフレー
ムおよびディフレクタを、本明細書において説明した変更を加えて、含むことができる。
好ましいシステムおよび方法において使用するスプリンクラ・フレームおよびディフレク
タ・コンポーネントは、例えば、標準的な噴霧、抑制、または拡大到達範囲、およびその
等価物というような、指定されたスプリンクラ性能に対して容認可能であると業界で容認
された組織によって検査および認定された既知のスプリンクラのコンポーネントを含むこ
とができる。例えば、システム１００における設置に好ましい流体配給デバイス１１０は
、技術データ・シート「ＴＦＰ３１２］において示され記載されているフレーム・ボディ
および偏向部材：公称２５．２Ｋ－ファクタを有し、電気制御動作可能に構成された、TY
CO FIRE PRODUCTS, LPからのモデルＥＳＦＲ－２５早期抑制、高速応答、垂下スプリンク
ラ２５．２Ｋ－ファクタ」（２０１２年１１月）を含む。
【００４５】
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　[0057]　本明細書において使用する場合、Ｋ－ファクタとは、スプリンクラ放出係数を
表す定数と定義し、スプリンクラの出口からの１分毎のガロンを単位とした流体の流量を
、平方インチ毎のポンド（ＰＳＩ）を単位とするスプリンクラ通路の入口に供給される流
体の流量の圧力の二乗根で除算することによって定量化される。Ｋ－ファクタはＧＰＭ／
（ＰＳＩ）１／２で表現される。ＮＦＰＡ１３は、スプリンクラの定格または公称Ｋ－フ
ァクタあるいは定格放出係数を、Ｋ－ファクタ範囲にわたる平均値として規定する。例え
ば、Ｋ－ファクタが１４以上である場合、ＮＦＰＡ１３は、以下の公称Ｋ－ファクタを規
定する（Ｋ－ファクタ範囲を括弧内に示す）。（ｉ）１４．０（１３．５～１４．５）Ｇ
ＰＭ／（ＰＳＩ）１／２、（ｉｉ）１６，８（１６．０～１７．６）ＧＰＭ／（ＰＳＩ）
１／２、（ｉｉｉ）１９．６（１８．６～２０．６）ＧＰＭ／（ＰＳＩ）１／２、（ｉｖ
）２２．４（２１．３～２３．５）ＧＰＭ／（ＰＳＩ）１／２、（ｖ）２５．２（２３．
９～２６．５）ＧＰＭ／（ＰＳＩ）１／２、および（ｖｉ）２８．０（２６．６～２９．
４）ＧＰＭ／（ＰＳＩ）１／２、あるいは約（３１．８～３４．８ＧＰＭ／（ＰＳＩ）１

／２）の範囲に及ぶ３３．６ＧＰＭ／（ＰＳＩ）１／２の公称Ｋ－ファクタ。流体配給デ
バイス１１０の代替実施形態は、前述の公称Ｋ－ファクタまたはそれ以上を有するスプリ
ンクラを含むことができる。
【００４６】
　[0058]　米国特許第８，１７６，９８８号は、本明細書において説明したシステムにお
いて使用する他の防火スプリンクラの構造例を示す。米国特許第８，１７６，９８８号に
おいて具体的に示され説明されているのは、本明細書において説明した好ましいシステム
および方法において使用する、早期抑制高速応答スプリンクラ（ＥＳＦＲ）フレーム・ボ
ディ、および偏向部材またはディフレクタの実施形態である。米国特許第８，１７６，９
８８号および技術データ・シートＴＦＰ３１２において示されるスプリンクラは、垂下型
スプリンクラである。しかしながら、本明細書において説明したシステムにおける使用の
ために、直立型スプリンクラを構成または変更することができる。システム１００におい
て使用する流体配給デバイス１１０の代替実施形態は、ノズル、噴霧デバイス、または本
明細書において説明したように消火流体の体積流量を配給するように制御される動作を可
能に構成された任意の他のデバイスを含むことができる。
【００４７】
　[0059]　システム１００の好ましい配給デバイス１１０は、例えば、米国特許第８，１
７６，９８８号のスプリンクラにおいて見られるような密閉アセンブリ、または配給デバ
イス１１０からの放出を制御するために出口内部に配置され支持された他の内部バルブ構
造を含むことができる。しかしながら、放出用流体配給デバイス１１０またはスプリンク
ラの動作は、倉庫占有枠における火災に対する熱応答または熱起動(heat-activated)応答
によって直接または主に誘起されるのでも動作するのでもない。代わりに、流体配給デバ
イス１１０の動作は、本明細書において説明するように、本システムの好ましいコントロ
ーラ１２０によって制御される。更に具体的には、流体配給デバイス１１０は、デバイス
１１０からの流体放出および配給を制御するために、コントローラ１２０と直接または間
接的に結合されている。図２Ａおよび図２Ｂに示すのは、配給デバイス・アセンブリ１１
０とコントローラ１２０技術データ・シートＴＦＰ３１２との間における好ましい電気機
械結合構成の模式図である。図２Ａに示すのは、例えば、熱応答ガラス・バルブ・トリガ
(glass bulb trigger)のような、着脱可能な構造によって適所に支持された内部密閉アセ
ンブリを有するスプリンクラ・フレーム・ボディ１１０ｘを含む流体配給デバイス・アセ
ンブリ１１０である。スプリンクラからの流体放出を可能にするために密閉アセンブリの
支持構造およびその支持を破砕させる、破壊する、放逐する、および／またはそれ以外で
除去することによって、支持構造を変位させるために、変換器および好ましくは電気動作
型アクチュエータ１１０ｙが、内部または外部に、スプリンクラ１１０ｘと共に配置され
、結合または組み立てられている。アクチュエータ１１０ｙは、好ましくは、コントロー
ラ１２０に電気的に結合され、コントローラは、直接または間接的に、スプリンクラ１１
０ｘからの消火流体の放出制御のために、支持構造および密閉アセンブリを変位させるア
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クチュエータの動作を通知する電気パルスまたは信号を供給する。
【００４８】
　[0060]　本システムにおいて使用する代わりのまたは等価な配給デバイスの電気機械構
成が、米国特許第３，８１１，５１１号、第３，８３４，４６３号、または第４，２１７
，９５９号に示されている。米国特許第３，８１１，５１１号の図２に示され説明されて
いるのは、スプリンクラおよび電気応答爆発型アクチュエータ構成(explosive actuator 
arrangement)であり、スプリンクラ・ヘッドにおいてバルブ閉鎖を支持するバルブ(bulb)
を破壊するために摺動可能なプランジャを変位させるように、起爆装置が電気的に動作す
る。米国特許第３，８３４，４６３号の図１に示され説明されているのは、出口オリフィ
スと、このオリフィスの上流側に破壊ディスク・バルブ(rupture disc valve)を有する敏
感なスプリンクラ(sensitive sprinkler)である。電気応答爆発性爆管には、コントロー
ラ１２０に結合することができる導電性ワイヤが設けられている。しかるべき信号を受信
すると、爆管が爆発して、膨張ガスを生成し、ディスクを破壊してスプリンクラを開く。
米国特許第４，２１７，９５９号の図２に示され説明されているのは、消火システム用の
電気制御型流体ディスペンサであり、このディスペンサは、ディスペンサの出口オリフィ
スを閉鎖するための壊れやすい安全デバイスによって支持されたバルブ・ディスクを含む
。電気リードを有する殴打メカニズムが、壊れやすい安全デバイスに向かって支持されて
いる。この特許は、殴打メカニズムを解放し、安全デバイスを破砕することによって、バ
ルブ・ディスクに対する支持を除去し、ディスペンサから消火材(extinguishment)を流出
させるために、リードを通じて電気パルスを送ることができると記載している。
【００４９】
　[0061]　図２Ｂに示すのは、作動を制御するための他の好ましい電気機械構成であり、
デバイス・フレームからの放出を制御するために、電気動作型ソレノイド・バルブ１１０
ｚを含む。この電気動作型ソレノイド・バルブ１０ｚは、オープン・スプリンクラまたは
他のフレーム・ボディ１１０ｘと一列となり、その上流にある。フレーム出口には密閉ア
センブリがなく、ソレノイド・バルブ１１０ｚが常時閉鎖かまたは常時開放かに応じて、
ソレノイド・バルブを開くためにしかるべく構成された電気信号をソレノイド・バルブ１
１０ｚがコントローラ１２０から受信したときに、オープン・スプリンクラのフレーム・
ボディ１１０ｘから水を流出させる。バルブ１１０ｚは、バルブ１１０ｚを開いたときに
その動作圧力で流体をフレーム入口に送出するときに生ずる遅延が無視できる程度になる
ように、好ましくは、フレーム・ボディ１１０ｘに対して相対的に位置付けられる。シス
テム１００において使用する既知の電気動作型ソレノイド・バルブの例には、<http:// h
ttp://www.ascovalve.com/Common/PDFFiles/Product/8210R6.pdf>において入手可能な、
ＡＳＣＯ（登録商標）技術データ・シート「２／２シリーズ８２１０：パイロット作動式
一般サービス用ソレノイド・バルブ真鍮またはステンレス鋼本体３／８から２１／２ＮＰ
Ｔ」(2/2 Series 8210: Pilot Operated General Service Solenoid Valves Brass or St
ainless Steel Bodies 3/8 to 2 1/2 NPT)に記載されている電気ソレノイド・バルブおよ
びその同等品を含むことができる。バルブ対フレーム・ボディが１対１の比率である１つ
の特定的なソレノイド・バルブ構成では、本システムは、火災に対処し、更に好ましくは
鎮静化することにより、既知の浸水構成と比較して、占有枠および保管されている商品に
対する損傷を更に限定し、更に好ましくは低減するように制御される、微小散水システム
(controlled micro-deluge system)を効果的に設けることができる。
【００５０】
　[0062]　既に説明したような好ましいシステム１００を設置し、実際の火災検査を受け
た。５フィート（５ｆｔ）の公称隙間を定めるために４５フィート（４５ｆｔ）水平天井
の下に、４０フィート（４０ｆｔ）の公称保管高さまで格納された、箱詰め非発泡グルー
プＡプラスチックのラック保管の上に、 複数の好ましい流体配給デバイス１１０および
検出器１３０を設置した。更に具体的には、例えば、図２Ｂに示すように、１９．２ＧＰ
Ｍ／ＰＳＩ１／２の実Ｋ－ファクタを定めるように、各々、２５．２ＧＰＭ／ＰＳＩ１／

２の公称Ｋ－ファクタを有する、ＥＳＦＲ型スプリンクラの１６個のオープン・スプリン



(23) JP 2017-501818 A 2017.1.19

10

20

30

40

50

クラ・フレーム・ボディーおよび偏向部材を、流体配給アセンブリ内に、ソレノイド・バ
ルブと共に配置した。各流体配給アセンブリの上および周囲には、１対の検出器１３０を
配置した。配給デバイス１１０を１０ｆｔ×１０ｆｔの間隔で設置し、２５ＧＰＭ／ＰＳ
Ｉ１／２の公称Ｋ－ファクタと同等となる流量を供給するように、３５ｐｓｉの動作圧で
水が供給される各スプリンクラから水を供給した。これらのアセンブリは、スプリンクラ
の偏向部材が天井よりも２０インチ（２０ｉｎ）下に位置するように、天井の下に設置さ
れた。
【００５１】
　[0063]　スプリンクラ・アセンブリは、グループＡプラスチック商品の上に設置した。
この商品は、２１ｉｎ×２１ｉｎの両面段ボール製のカートンを含み、カートン内には分
離された部屋内に１２５個の結晶ポリスチレン製の空の１６ｏｘカップを収容した。双方
向４２ｉｎ×４２ｉｎ×５ｉｎのスラットで作ったデッキ硬材製パレットによって、商品
の各パレットを支持した。中央に二重列ラックを有するラック配置で、 商品を保管し、
２つの単一列ターゲット・アレイ(single-row target array)を中央のラックの周囲に配
置し、中央アレイとターゲット・アレイとの間に、図５Ｂに見られるように、４フィート
（４ｆｔ）幅の通路幅Ｗ１、Ｗ２を定めた。中央の二重列ラック・アレイは、４つの９６
インチ・ベイと共に配置された高さ４０ｆｔ、幅３６インチのラック部材を含み、各列に
は８つの層があり、検査アレイ全域に公称６インチの長手方向および横断方向煙道空間が
ある。
【００５２】
　[0064]　中央ラックの幾何学的中心を、４つの流体配給アセンブリ１１０の下に置いた
。４オンス（４ｏｚ）のガソリンを滲入させポリエチレン・バッグ内に包んだ３ｉｎ×３
ｉｎ長セルロース束によって、２つの半標準(half-standard)セルロース綿点火装置を製
作した。中央の二重列ラック主アレイの中心から２１インチずらして、点火装置を床上に
位置付けた。点火装置を点火し、システム１００の単一火災Ｆ検査を行った。システム１
００および好ましい方法は、検査火災を突き止め、既に説明したようにこの火災に対処す
るために、流体配給デバイス１１０を特定した。システム１００は、３２分の期間検査火
災に対処し続け、検査の終了時に、商品を評価した。
【００５３】
　[0065]　この検査火災は、鎮火のために構成された好ましいシステムが、保管されてい
る商品に対する火災の影響を著しく低減する能力を例証する。動作させる合計９つの動作
させる配給デバイスが特定され、点火の２分以内に動作した。９つの特定されたデバイス
の中には、火災の直上および周囲にある４つの配給デバイス１１０ｑ、１１０ｒ、１１０
ｓ、１１０ｔが含まれる。これら４つの動作したデバイス１１０ｑ、１１０ｒ、１１０ｓ
、１１０ｔは、天井に向かう垂直方向、中央アレイ１２ａの端部に向かう前後方向、およ
びターゲット・アレイ１２ｂ、１２ｃに向かう横方向において火災の伝搬を限定したこと
によって、点火を効果的に鎮静化した放出アレイを定めた。このようにこの火災の上およ
び周囲において、４つの最も直接的で最も近い流体配給デバイス１１０ｑ、１１０ｒ、１
１０ｓ、１１０ｔによって、火災が閉じ込められた、または包囲された。
【００５４】
　[0066]　主アレイに対する損傷を、図５Ｂ、図６Ａ、および図６Ｂにおいてグラフで示
す。商品に対する損傷は、中央に配置されたパレットによって定められる中央アレイの中
核部に集中した。この損傷を陰影で示す。アレイの端部に向かう方向では、火災の損傷は
２つの中央ベイに限定された。カートンに対する損傷は最小に抑えられたことが観察され
た。したがって、１つの好ましい態様では、鎮火システムは、火災の上および周囲に最も
近く配置された好ましい４つの流体配給デバイスによって定められた断面エリア内に火災
を閉じ込めた。図６Ａおよび図６Ｂを参照すると、火災の損傷は、縦方向でも、好ましい
鎮火システムによって限定された、即ち、抑制された。更に具体的には、火災の損傷は、
アレイの底部から、保管された商品の底部から６番目の層よりも上には広がらないように
、垂直方向に限定された。鎮火の遂行が火災の伝搬を限定したと仮定すると、検査火災が
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テムの能力によっても、鎮火性能を更に特徴付けることができる。
【００５５】
　[0067]　鎮静化の性能は、１つ以上のパラメータまたはその組み合わせを満たすか否か
によって観察することができる。例えば、縦方向の損傷は、商品の６層以下に限定するこ
とができる。代わりにまたは加えて、縦方向の損傷は、検査商品の全層数の７５％以下に
限定することができる。また、横方向の損傷も、鎮静化性能を特徴付けるために定量化す
ることができる。例えば、鎮静化性能に関与する(subject to)横方向の損傷は、２つのパ
レット以下に限定することができ、更に好ましくは、アレイの端部に向かう方向において
１つ以下のパレットである。
【００５６】
　[0068]　追加の火災検査によって、本明細書において説明した好ましいシステムおよび
方法は、現在の設置規格の下では利用できない高さおよび配置とした露出発泡プラスチッ
ク商品の天井単独保護においても使用できることが示された。例えば、１つの好ましいシ
ステム設置では、複数の好ましい流体配給デバイス１１０および検出器１３０を、露出発
泡グループＡプラスチックのラック保管の上に設置することができる。露出発泡グループ
Ａプラスチックは、５フィート（５ｆｔ）から２０フィート（２０ｆｔ）までに及ぶ公称
隙間を定めるために、４５フィート（４５ｆｔ）水平天井の下で、２５（２５ｆｔ）から
４０フィート（４０ｆｔ）までに及ぶ公称保管高さに格納される。天井は十分な高さがあ
ることを条件に、本明細書におけるシステムおよび方法の好ましい実施形態は、最大５０
から５５フィート（５０～５５ｆｔ）まで保護することができる。好ましい１つの保管配
置では、天井の高さが４８（４８ｆｔ）であり、公称保管高さは４３フィート（４３ｆｔ
）である。
【００５７】
　[0069]　好ましいシステムの１つの特定的な実施形態では、ＥＳＦＲタイプのスプリン
クラ・フレーム・ボディのグループが、好ましくは、例えば図２Ａに示すように、内部密
閉アセンブリおよび偏向部材を有し、各々２５．２ＧＰＭ／ＰＳＩ１／２の公称Ｋ－ファ
クタを有する流体配給アセンブリにおける電気動作アクチュエータと共に配置される。各
流体配給アセンブリの上および周囲には、１対の検出器１３０が配置されている。排水デ
バイス１１０は、好ましくは、ループ型配管システムにおいて１０ｆｔ×１０ｆｔの間隔
で設置され、１，９５ｇｐｍ・ｆｔ２という好ましい放出密度を得るために、６０ｐｓｉ
の動作圧力で水を供給される。流体配給デバイスは、好ましくは、天井の下において１８
インチ（１８ｉｎ）の好ましいディフレクタ／天井間距離Ｓのところに偏向部材を位置付
けるように、天井の下に設置される。各ディフレクタおよび流体配給デバイスは、本明細
書において説明したように、火災の検出および１つ以上の流体配給アセンブリを動作させ
るために、好ましくは集中コントローラに結合される。本システムおよびそのコントロー
ラ１２０は、好ましくは、検出された火災に対処する初期放出アレイを形成するために、
９つの配給デバイス１１０を特定するようにプログラミングされる。
【００５８】
　[0070]　以上、ある種の実施形態を参照しながら本発明を開示したが、説明した実施形
態には、添付した請求項に定められる、本発明の範囲(sphere and scope)から逸脱するこ
となく、多数の修正、改変、および変更が可能である。したがって、本発明は、説明した
実施形態に限定されるのではなく、以下の請求項の文言およびその均等物によって定めら
れる最大範囲を有することを意図している。
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